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初等中等教育段階における
外国語教育に関する資料

平成２６年２月
文部科学省

資料５
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これまでのように一部の業種や職種だけでなく、様々な分野
で外国語、特に英語によるコミュニケーション能力が求めら
れており、以前にも増してその向上が課題。

文部科学省では、平成15年度から19年度にかけて、「英語
が使える日本人」の育成のための行動計画を策定・実施。

本計画の検証を行ったところ、一定の成果はあったものの、
生徒や教員に求められる英語力など、必ずしも目標に十分
に到達していないものもあった。

これを踏まえ、平成23年に「国際共通語としての英語力向上
のための５つの提言と具体的施策」をとりまとめ。

概要①
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平成23年度以降、現行学習指導要領を実施

・小学校第５・６学年における外国語活動の導入（週１コマ）

・中学校の授業時数を週３コマから４コマに増加

・高等学校においては、授業は生徒の理解の程度に応じた

英語で行うことを基本

現行学習指導要領を着実に実施するとともに、教育目標・内
容をさらに高度化した新たな英語教育を実現するための「グ
ローバル化に対応した英語教育改革実施計画」を昨年12月
に公表

概要②
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１．現状と課題
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昭和６１年 臨時教育審議会「教育改革に関する 第二次答申」

・外国語教育の目的の明確化、教育内容・方法の見直し、入試、教員
養成、 英語教育の開始時期に関する検討等について提言

平成１４年 「英語が使える日本人」の育成のための戦略構想（文部科学省）
スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール事業開始

（～平成21年度）

平成１５年 「英語が使える日本人」の育成のための行動計画（文部科学省）

平成２０年 小・中学校学習指導要領改訂
・小学校第５・６学年に外国語活動を導入（平成23年度～実施）
・中学校の授業時数を週３コマから４コマに（平成24年度～実施）

平成２１年 高等学校学習指導要領改訂

・授業は生徒の理解の程度に応じた英語を用いて行うことを基本
（平成25年度～年次進行）

平成２３年 「国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策」
（文部科学省 外国語能力の向上に関する検討会）

外国語教育に関するこれまでの主な経緯



生徒・教員の英語力の現状

（平成２４年度「国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策」に係る状況調査より）

■生徒の英語力について、目標としている英語力を達成している
生徒は公立中学校３年生で約３１%、公立高校３年生で約３１%。

○中学校卒業段階 ：初歩的な英語を聞いたり読んだりして話し手や書き手の意向 な

どを理解したり、初歩的な英語を用いて自分の考えなどを話したり書いたりすること
ができる。（英検であれば３級程度以上）

○高等学校卒業段階：英語を通じて、情報や考えなどを的確に理解したり適切に伝え
たりすることができる。 （英検であれば準２級～２級程度以上）

■英語教員の英語力についても、目標を達成している教員は
公立中・高それぞれ約２８%及び約５２%。

○生徒の英語によるコミュニケーション能力を育成するため、生徒が英語に触れる機
会を充実するとともに、授業を実際のコミュニケーションの場面とすることができる。
（英検準１級以上、ＴＯＥＦＬのＰＢＴ５５０点以上、ＣＢＴ２１３点以上、ｉＢＴ８０点以上ま
たはＴＯＥＩＣ７３０点）
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○英語の学習が好きと回答している児童生徒
（平成25年度 全国学力・学習状況調査 児童生徒質問紙調査）

○英語を学び始めた時期と国語の成績（平成25年度 全国学力・学習状況調査 児童生徒質問紙調査）

児童生徒の英語学習に関する状況

• 比較的、多くの小学生・中学生が早期に英語を学び始めているが、英語の学習が好きと
回答している中学生の割合は小学生に比べて低い。

• 早期から英語を学び始めている児童生徒は国語の成績が上位である割合が高い。

小学校第６学年 中学校第３学年

約76％ 約53%

○児童生徒が学校の授業や英会話教室で英語を学び始めた時期
（平成25年度 全国学力・学習状況調査 児童生徒質問紙調査）
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２．教育目標・内容関連資料
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○小中高を通じて，コミュニケーション能力を育成。
- 言語や文化に対する理解を深める
- 積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育成する
- 「聞く」「話す」「読む」「書く」の４技能をバランスよく育成する

○ 指導語彙を充実（中高を通じて，２，２００語から３，０００語に）

Ⅰ．小学校学習指導要領（平成20年3月改訂）（平成23年度から実施）

Ⅱ．中学校学習指導要領（平成20年3月改訂）（平成24年度から実施）

Ⅲ．高等学校学習指導要領（平成21年3月改訂）（平成25年度から年次進行で実施）

○ 平成２３年度より，５・６年生において，外国語活動を週１コマ導入。平成２１年度及び２２年度は，
学校の判断により先行実施が可能。教科としては位置づけず（成績評価は文章による記述）。

○ 音声や基本的な表現に慣れ親しむことを中心

○ 学級担任または外国語を担当する教員による実施が中心（ネイティブ・スピーカーや外国語に堪
能な地域の人々の協力）

○ 各学年の授業時数を週３コマから週４コマ（約３割増）へ充実

○ 従前の「聞く」「話す」を重視した指導から４技能のバランス取れた指導への改善

○ 指導語彙を９００語から１，２００語へ充実

○ 選択必履修から「コミュニケーション英語Ⅰ」の共通必履修に変更する等，科目構成を変更

○ 生徒が英語に触れる機会を充実するとともに，授業を実際のコミュニケーションの場面とする
ため，授業は生徒の理解の程度に応じた英語を用いて行うことを基本とすることを明示

○ 指導語彙を１，３００語から１，８００語へ充実（※）
（※） コミュニケーション英語Ⅰ，Ⅱ及びⅢを履修した場合。

現行学習指導要領の概要

基本的考え方
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必履修科目は３単位
時間
他は選択科目
※１コマ50分

週５コマ
（必修４,選択１）
※1コマ50分

１年は週４コマ
２～３年は選択科目
単位制
※１コマ50分，年間34週

週４回以上
高等
学校

週４コマ
（年間140時間）
※１コマ50分

週４コマ
※１コマ45分

１～２年は週３コマ
３年は週４コマ
※１コマ45分，年間34週

週４回以上
中学
校

週１コマ
（年間35時間）
※１コマ45分

週２コマ
※１コマ40分

○2008年改訂

・３～４年は
週２コマ

・５～６年は
週３コマ

※1コマ40分
年間34週

○改訂前（2007年以前）は
・３～４年は週１コマ
・５～６年は週２コマ

週４回以上
・3～4年は短時間授業（30
分）がメイン

・5～6年は短時間授業と長時
間授業（40分）の混合，長時
間授業は週２回以上

小学
校

各学校段
階におけ
る外国語
教育の授
業時数

小学校
第５学年

小学校
第３学年

※導入当初は第５学年

小学校
第３学年

小学校
第３学年

外国語教育の
開始学年

２０１１
（平成２３）年

２００１
（平成１３）年

１９９７
（平成９）年

２００１
（平成１３）年

初等教育段階に
おける外国語教
育の導入時期

調査項
目

日本台湾韓国中国

国名

(参考)諸外国における外国語教育の状況
アジア諸国では小学校３年生から外国語教育を開始している国が多い。



○ 平成２３年度より，第５及び第６学年において週１コマ（年間３５コマ）導入。平成２１年度及び２２年度は，
学校の判断により，先行実施が可能。

○ 目標は，中学校や高等学校における外国語科の学習につながるコミュニケーション能力の素地を養うこと
であり，具体的には，

- 言語や文化に対して体験的に理解を深めること
- 積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育成すること
- 音声や基本的な表現へ慣れ親しませること

小学校における外国語活動について

○ 外国語活動の円滑な導入のため、「英語ノート」等を作成。

○ 平成２４年度からは、「英語ノート」の活用実績等を踏まえた新たな外国語活動教材（”Hi, friends!”）
（※）を作成し、全国の小学校の児童及び教員等に配布。
※ 児童用教材、教師用指導資料、デジタル教材

○ 外国語活動の実施を支援するため、小学校教員の指導力向上のための取組を実施。

- 平成１９年度より，（独）教員研修センターにおいて指導主事等を対象とした「小学校における英
語活動等国際理解活動指導者養成研修」を実施。

- 平成２０、２１年度には、都道府県教育委員会において中核教員研修（文部科学省補助事業）
を実施するとともに、平成２０年２月には、全国の小学校等で外国語活動に対応した研修の実
施を依頼する通知を発出。

- 平成２１年１月、教職課程や免許更新講習、採用選考や初任者研修において、外国語活動に
係る内容を適切に取り扱うこと等を依頼する通知を発出。

- 平成２２年度及び２４年度に、外国語活動の具体的な授業の在り方のモデルとなる実践事例
を収録した映像資料（DVD）を作成・配付。

○ 外国語指導助手（ＡＬＴ）や地域人材の活用の推進。

学習指導要領の改訂

外国語活動の円滑な実施に向けた対応
Ⅰ．教材等の整備

Ⅱ．教員の指導力の向上等
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小学校外国語活動に関する生徒（中１）の意識調査（平成24年）

（平成24年 文部科学省調べ）

Q.小学校の英語の授業で学んだことの中で、
中学校の英語の授業で役に立ったことはありますか。

・英語で簡単な会話をすること 80. 5 %

・英語の発音を練習すること 73. 7 ％

・友だちや先生などが英語で話しているのを聞くこと 71.7 ％

・英単語を読むこと 68. 4 ％

・英語で自分のことや意見を言うこと 53. 9 ％

・英語の文を読むこと 53. 3 ％

・英語の文を書くこと 38. 2 ％
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小学校外国語活動に関する中学校教員意識調査（平成24年）

（平成24年 文部科学省調べ）

外国語活動導入前と比べ中１の生徒に「成果や変容がとてもみら
れた」「まあまあみられた」と感じている教員の割合は
77. 8 ％である。
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Q.どのような変容がみられましたか。

・英語の基本的な表現に慣れ親しんでいる 73. 2 ％

・英語を使って積極的にコミュニケーションを
図ろうとする態度が育成されている 72. 9 ％

・ 英語で活動を行うことに慣れている 71. 8 ％

・英語に対する抵抗感が少なくなっている 68. 2 ％

・ 英語を聞く力が高まっている 65. 1 ％

・ 英語を話す力が高まっている 51. 7 ％
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小学校外国語（英語）活動に関する保護者の意識①
（日本PTA  平成23年度教育に関する保護者の意識調査報告書）

小学校における外国語活動に期待することで最もポイント
が高いのは、「英語が好きになる」こと。
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小学校外国語（英語）活動に関する保護者の意識②
（日本PTA  平成23年度教育に関する保護者の意識調査報告書）
条件整備として、「とても必要」、「必要」を合わせて最もポイントが高いのは、「英語専門の教
員の配置」、次いで「小学校にふさわしい工夫された指導法」



小学校における先進的な英語教育 （平成25年文部科学省調査）

◆全国約2万1000校の中のおよそ3000の小学校が早期化など先進的な英語教育を
実施しており、そのうちの約8割の学校が、第1学年に英語教育を開始している

2522 

5 

393 

10 
164 

0校

500校

1000校

1500校

2000校

2500校

3000校

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

英語教育開始学年（年次）
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３．指導・評価関連資料



外部試験団体と連携した英語力調査事業
平成２６年度予算額（案） 116,325千円（新規）

平成27年度を目処に外部検定試験を

活用した英語力調査を実施するための
研究開発事業を実施。

●目的：生徒に求められる英語力や学
習状況について把握・分析を行うとと
もに、それらの結果を指導の改善に
生かすことにより、英語教育の戦略的
な改善を図る

●有識者、外部試験実施団体等からな
る検討会議において、生徒の英語力
を把握分析・検証するための調査を
開発

●４技能（聞くこと、話すこと、読むこと、
書くこと）が対象

●平成26年度は本取組の有効性を検

証するための調査（フィージビリティ調
査）を試行的に実施

<Plan> 指導計画

＜Do＞ 学習状況・指導内容

＜Action＞ 指導改善の取組

＜Check＞

外部試験
実施団体と連携した

英語力調査

質問紙
調査

効果的な指導の検証・課題の抽出
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大学入学者選抜における資格・検定試験等の活用
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○「大学入学者選抜実施要項」による各大学への要請（平成13年度～）

・平成26年度大学入学者選抜実施要項（平成25年５月31日付け）（抄）

第６ 学力検査等
４ 資格・検定試験等の成績の活用
(1) 入学志願者の能力・適性や学習の成果、活動歴等を多角的かつ客観的に評価する観点から、例えば、
以下のとおり、学部等の特性及び必要に応じ信頼性の高い資格・検定試験等の活用を図ることが望ま
しい。
① 入学志願者の外国語におけるコミュニケーション能力を適切に評価する観点から、実用英語検定
試験（英検）やＴＯＥＦＬ等の結果を活用する。

② （略）
(2) 資格・検定試験等の成績の活用に際しては、（中略）具体的な活用方法（例えば、個別試験の成績
に代えて当該試験等の結果を用いる場合における得点の換算方法等）を明らかにする。また、当該試
験の結果の確認方法等について事前に実施機関に確認しておく。

○平成25年度大学入学者選抜における資格・検定試験（語学関連）の活用状況

区分 純計 推薦入試 ＡＯ入試 一般入試

国立
16 10 9 0

（19.5%） （12.2%） （11.0%） （0.0%）

公立
18 15 8 1

（22.2%） （18.5%） （9.9%） （1.2%）

私立
231 181 125 33

（40.0%） （31.4%） （21.7%） （5.7%）

計
265 206 142 34

（35.8%） （27.8%） （19.2%） （4.6%）

推薦入試 ＡＯ入試 一般入試

英検
198 137 32

（26.8%） （18.5%） （4.3%）

TOEFL
135 109 27

（18.2%） （14.7%） （3.6%）

TOEIC
154 123 28

（20.8%） （16.6%） （3.8%）

その他
92 59 14

（12.4%） （8.0%） （1.9%）

計
206 142 34

（27.8%） （19.2%） （4.6%）

（試験別内訳）

※下段は、それぞれの区分ごとの大学数（国立：82校、公立：81校、私立：577校、計：740校）に対する割合
※試験別内訳の「その他」には、ＧＴＥＣ、ケンブリッジ大学一般英語検定、ＩＥＬＴＳや英語以外の外国語検定試験が含まれている。



（参考）大阪府立高等学校入学者選抜における外部試験の活用について
大阪府立高等学校入学者選抜学力検査の教科「英語」において、TOEFLiBTなどの外部機関が認証した英語

力判定のスコア等を一定の得点率に基づき換算し、換算した得点と当日受験する学力検査の英語の得点とを比
較し、高い方の得点をもとに最終的な学力検査の得点とする。
＊この検査方法は、平成29年度入学者選抜（現在の小学校６年生が高等学校を受験する年度）から導入する。

・「高等学校の入学者選抜の改善について（平成9年11月28日付け文初高第243号初等中等教育局長通知）

2 高等学校の入学者選抜の改善等のための今後の取組について
（１）入学者選抜の改善について

ウ また、入学者選抜の資料・方法について、調査書と学力検査の比重の置き方の弾力化、調査書
の評価の工夫、小論文・面接・実技検査の実施、各種技能審査や学校内外における文化活動
・スポーツ活動・ボランティア活動などの積極的な評価と、そのための地域の社会教育関係団体
等からの報告の活用、生徒が進学動機や中学校時代に主体的に学んだ事柄等を自ら記述した書類
の活用、推薦入学の積極的な活用と改善など、様々な提言が行われており、これらの提言を参考
としつつ、一層の選抜方法の改善に努めること。
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高校入試における各種技能検査（英語検定試験を含む）の活用
○ 高等学校の入学者選抜の改善について

○平成25年度高校入試における英語検定試験の活用状況

（※）私立高校について、活用校の具体数は把握していないが、推薦入試では23都道府県、
一般入試では21都府県のうちの一部の私立高校において活用がなされている。 ＜文部科学省調査より＞

区分 調査対象数
調査対象校数のうち
推薦入試において

活用している数

調査対象校数のうち
一般入試において

活用している数

12校 2校 1校

100.0% 16.7% 8.3%

全国47都道府県 0県 0県

100.0% 0.0% 0.0%

国立

公立



高校教育・高大接続に関する議論について

21

平成23年9月に、中央教育審議会に高等学校教育部会が設置された。同
部会において、全ての生徒に共通に身に付けさせる資質・能力を「コア」と
位置付け、その要素を含むものとして、「確かな学力」、「豊かな心」、「健や
かな体」の領域に及ぶものとした。

また、平成24年8月には、中央教育審議会に高大接続特別部会が設置さ
れ、大学入学者選抜の改善をはじめとする高等学校教育と大学教育の円
滑な接続と連携の強化について審議を行っている。

平成25年6月に、教育再生実行会議において、高大接続・大学入試の在り
方に関する検討が行われ、同年10月には、高校教育の質の向上、大学の
人材育成機能の強化、能力・意欲・適性を多面的・総合的に評価する大学
入学者選抜の転換を一体的に改革することを内容とする第4次提言がまと
められた。

同提言も踏まえ、中教審高校部会において、高等学校の質の確保・向上に
向け達成度テスト（基礎レベル）（仮称）の案が示された。この試験科目に外
国語（英語）が含まれているが、外部試験による代替も検討とされている。

高大接続特別部会においては、これからの時代に求められる力を多面的・
総合的に評価する入試に転換していくことが必要という認識の下、様々な
学習成果を評価する枠組みの一つとしてＴＯＥＦＬ等の資格・検定試験の活
用方策についても審議を行っている。
※なお、達成度テスト（発展レベル）の在り方についても現在議論が行われているところ。
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４．教材関連資料
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これまでの「英語ノート」等の使用実績を踏まえ、

新たな外国語活動教材“Hi, friends!”を開発

平成２３年度末、児童用教材、教師用指導書、付属デジタル教材の３点を、
希望する小学校等に配布

→ 平成２４年度より使用開始

→  平成２６年度使用分を継続して配布 （配布希望率 約９８％）

→  平成２７年度使用分についても予算案に計上

小学校外国語活動用教材 “Hi, friends!”

○外国語活動の実施にあたっては、平成２１年度から、教材として「英語ノート」等を全国へ
配布。

○平成２２年には、全国９９．４％の小学校に対して配布。教師用指導資料、付属のＣＤ、
デジタル教材等とともに広く活用されてきた。

＜作成の経緯＞



これまで、小学校版を３種類、中学校版
を２種類、高等学校版を３種類作成して
きた。

併せて、収録されている授業の指導案
をホームページで公開するとともに、活用
方法をポータルサイトで発信するなど、有
効活用を促している。

文部科学省では、新学習指導要領の着実な実施と外国語活動・外国語科の授

業改善に向け、平成２２年度から「新学習指導要領に対応した外国語活動及び外
国語科の授業実践事例映像資料」を作成し、全国の学校に配布してきた。

このDVDは全国の学校に配布され、これまで教員研修等で広く活用されている。

新学習指導要領に対応した外国語活動及び外国語科の授業実践事例映像資料

24

【概要】

【配布実績】
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５．指導体制関連資料



新たな英語教育の実現のための研修体制（イメージ）

指導力
研修

（独）教員研修センター等

外部専門機関

英語教育推進リーダー

国

各地域

指導力
研修

英語教育推進リーダー
自己学習

ICT
ICT ICTICT

各校の英語科教員

【中学・高校】

※これらの研修に加え、教員

養成課程の改善充実により、

英語指導力に優れた小学校

教員を養成・輩出

各地域

学校現場 小中連携

校内研修
支援

中核教員

自己学習

ICT
担任＋外部人材

専科教員

英語教育推進リーダー 中核教員

中学校

担任＋ALT＋外部人材
担任＋ALT

専科教員

【小学校】
指導力
研修
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６．予算関連資料



小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業

○小学校英語の教科化、中・高等学
校の指導内容を発展させるなどの
先進的な取組を支援

○成果を今後の検討に反映

※小学校英語の教科化への対応のた
めの教職員定数の配置改善 94人

(1)英語教育強化地域拠点事業
（51,419千円）

(3) 外部専門機関と連携した英語指導力向上
事業 （261,415千円） （※外務省分を除く）

○外部試験実施団体と連携し、高校
の生徒の英語力を把握分析・検証
するとともに、教員の指導改善に
生かすことを目的とした調査を研
究開発

(4) 外部試験団体と連携した
英語力調査事業

（ 116,325千円）
推
進
リ
ー
ダ
ー

中
核
教
員

担任
地域人材

外国人講師

地
域
地
域
人
材

担任

ALT
担任

ALTALT

指導体制
（小学校）

【平成26年度予算額（案）】
573,473千円（外務省分を除く）

○小学校における英語教育強化の
ための補助教材の開発

○小学校外国語活動教材
Hi, friends!作成・配布 等

(2) 外国語活動・外国語教育
の教材整備 （ 144,314千円）

○国が外部専門機関（外国の公的機関等）と連携して以下
を対象とした指導力向上事業を実施
・小学校英語教育の推進リーダー
・中・高等学校の英語教育推進リーダー
・外国語指導助手（ALT）

○都道府県・政令指定都市教育委員会が外部専門機関（外
国の公的機関、大学等）と連携して指導力向上事業実施
※域内の英語教育改善プランの策定、明確な目標設定
及び目標管理

【取組例】

・国の指導力向上研修を修了した推進リーダーによる研修

・域内の大学等との連携 等

※小学校英語の教科化への対応のための教職員定数の
配置改善 94人（再掲）

○日本人若手英語教員米国派遣事業（外務省との共管事業）

（予算は外務省で計上 149,427千円）


